【難民研究フォーラム研究会　2011・2・25】
「わが国のインドシナ難民受入の経験と第三国定住受入制度の理論的諸問題」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本間　浩

1．第三国定住受入とは？
(1)　概念説明

「暫定在留（滞留）の国または第一次庇護国での在留から、別の第三国による定住受入が認められること」(Goodwin-Gillの説明)
　　　　↑
　　条件(Hathawayによる指摘)：①第三国が難民に対して、移民受入という方式での永続的な地位を付与する意思を有すること
②non-refoulement 原則の、国の義務としての適用――移民受入との決定的な違い
　若干の掘下げ：――
　　　　　①　第一次到達国（経由国or第一次庇護国）による保護供与の拒否または限定の場合も、暫定的な在留許可、non-refoulement原則の適用。それ以外の地位・権利の範囲はほとんど不明
②　難民自らの第三国移住希望――難民性維持の限りnon-refoulement原則適用。ただし、（第一次庇護原則の裏返しとしての）第二次庇護否定原則の不適用 
　(2)　第三国定住受入を認める論拠
　(3)　第一次到達国での居留が難民にとって困難になる原因(Goodwin-Gillの指摘)
　　　　人権保障の拒否・制限／地方集団が種族的・宗派的・政治的理由で難民の生命・身体保全・自由に対して加える脅威／外部から発せられる攻撃または暗殺／第一次到達国による効果的保護を供与する能力または意思の不足
　(4)　第三国が自らの領域での定住受入を認めない論拠

２　第三国定住受入の、枠組としての史的進展
　(1)　第1次大戦前の状態
　　 (2)　ロシア難民到保護制度に始まる国際難民保護制度と実質的な第三国定住受入の仕組の発生
✶　米国とフランスの難民の大量受入の背景　→実質的な第三国定住受入の枠組発生
✶　難民大量流入が生じた問題　　例、難民の都市化集中による社会問題、人口過疎地への分散化と農業開発
✶　ナチス政権下を逃れた難民保護に対する主要諸国の消極的姿勢　←その理由とされた宥和政策(appeasement policy)
(3)　国際難民機関（ＩＲＯ）憲章と第三国定住受入枠組構築への胎動
　　✶　戦後処理問題としての難民問題

　　✶　理由なしに滞留を継続する者(idle persons)の本国帰還を原則化
　　✶　マーシャルプランを契機とする政策転換
　　✶　滞留の継続を例外的に認める理由としてのvalid objection
            ↳ 後のＵＮＨＣＲ規程および難民条約上の難民資格「理由」の基礎
３　ＵＮＨＣＲ・難民条約と第三国定住受入の枠組
　(1)　ＵＮＨＣＲによる難民保護活動と第三国定住受入の枠組

✶　1956年以降のmass-influx of refugees and displaced persons事例の頻発

✶　ＵＮＧＡ res.を根拠としてＵＮＨＣＲは、規程上の難民の範囲を越えて保護活動の対処を拡大
✶　good offices refugeesとしての処遇　→第三国定住受入枠組を前提
　(2)　難民条約の、第三国定住受入の枠組との関わり
　     ✶　難民条約に基づく対応と第三国定住受入枠組による対応の間のギャップ

　　　認定方法／難民の範囲

✶　条約締約国による第三国定住受入に関する若干の法的整理
　　　　①　条約1条Ｃ項(難民資格終止原則)および1条Ｆ項(排斥原則)の該当者の排除
　　　　②　ＵＮＨＣＲのprima facie認定による難民認定者の受入の、難民条約上の意味
　　　　③　第一次庇護国または経由国で暫定滞留(在留)の受入は、移民受入ではない。

　　　　④　第三国定住受入枠組による難民条約適用可能性の拡大・基盤確保

(3)　難民条約規定の、第三国定住受入枠組への関わり
✶　30条：第三国移動に伴う資産移動　　→国家間経済問題の側面
　　　 ✶　31条2項：迫害国から直接来た者に対する、第三国入国許可が認められるまでの暫定在留許可
４　わが国へのインドシナ難民の到来と第一次庇護国としての受入、海外からの定住受入に関して提起される諸問題およびそれらについての考察

　(1)　経由国‛stepping stone’としての日本での暫定的滞在
　　　　　難民認定手続を経ず／保護の範囲の限定の必要性？
　(2)　日本国での暫定的滞留者および東南アジア諸国滞留者の、日本国への定住受入

　　✶　米国の難民受入方式の影響と、各国により採用された方式の米国方式との違い
　(3)　インドシナ難民定住受入に関して露呈された問題点

　　✶　定住受入難民の中からの、条約難民認定者
　　✶　automaticな定住受入対象認定方式に入り込む手続乱用者の混入
　(4)　インドシナ難民定住受入方策に対する評価と課題

　　　　　durable solutions 間に序列という意識
５　Global Consultation を契機とする第三国定住受入の枠組に対する再評価と、若干の側面から指摘される問題点についての考察
　(1)　第三国定住受入の枠組みについての新たな意味づけと見直しの方向

　　✶　ＵＮＨＣＲの反省

✶　見直しの方向

　核心的原則としての難民保護の任務に焦点を向け直す

　第三国定住受入計画を包括的対応の重要、不可欠な一部として位置づけ
　Globalな国際責任分与を表すメカニズムの構築
　―――問題点

✶　方法
　①　難民状況毎の完全な分析　→それによる最適な解決方法の設定

　②　とりわけ手続乱用・欺瞞的利用の防止
　③　ＵＮＨＣＲ規程に沿う難民保護

(2)　ＵＮＨＣＲのマンデート難民の再確認

　①　条約難民

　②　生命・身体の保全・自由に対する十台勝つ無差別な脅威であって一般に広まっている暴力または公的秩序に対する深刻な混乱から生ずるものの理由により本国の外にいて本国に帰ることができず、その結果、国際的保護を必要とする者
　　―――問題点

(3)　ＵＮＨＣＲのprima facie認定方法の再検討
　①　多くの流入者に関して難民性予測を示唆する状況の存在
　②　保護・支援の必要性に極度の緊急性

　③　反証の機会を開口

　④　排斥原則（条約1条Ｆ項）の遵守

　⑤　ＵＮＨＣＲ独自の認定方法の、各国による導入へ

　　―――問題点
　６　日本の第三国定住受入施策に関する国際的側面での課題
  　　理念・戦略設定の必要：国家間責任分与確立への働きかけ　→日本の受入の特色
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